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議案第４４号

令和元年度新潟市一般会計補正予算（第１号） 

令和元年度新潟市の一般会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，０２０，０６４千円を追加し，歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３９８，２２０，０６４千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は，「第２表 繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は，「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は，「第４表 地方債補正」による。

令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一 

-1-



　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

19 国庫支出金 64,697,520 1,869,290 66,566,810

2 国庫補助金 14,387,166 1,869,290 16,256,456

20 県支出金 20,151,363 94,800 20,246,163

2 県補助金 5,522,190 94,800 5,616,990

22 寄附金 397,400 22,264 419,664

1 寄附金 397,400 22,264 419,664

23 繰入金 20,418 11,000 31,418

1 基金繰入金 20,418 11,000 31,418

24 繰越金 1 2,269,410 2,269,411

1 繰越金 1 2,269,410 2,269,411

26 市債 52,858,200 1,753,300 54,611,500

1 市債 52,858,200 1,753,300 54,611,500

392,200,000 6,020,064 398,220,064

補 正 前 の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 2 総務費 46,255,907 2,125,864 48,381,771

 1 総務管理費 42,157,396 2,125,864 44,283,260

 3 民生費 119,566,541 139,900 119,706,441

 1 社会福祉費 10,824,928 12,700 10,837,628

 2 児童福祉費 43,682,973 94,800 43,777,773

 3 障がい福祉費 21,899,082 32,400 21,931,482

 4 衛生費 25,892,758 6,300 25,899,058

 1 保健衛生費 15,054,540 6,300 15,060,840

 6 農林水産業費 6,686,213 6,000 6,692,213

 1 農業費 3,374,810 6,000 3,380,810

 8 土木費 49,625,199 3,722,000 53,347,199

 2 道路橋りょう費 20,887,072 2,759,600 23,646,672

 4 都市計画費 21,631,241 945,400 22,576,641

 5 公園緑地費 2,739,801 17,000 2,756,801

10 教育費 61,576,505 20,000 61,596,505

 1 教育総務費 8,584,673 20,000 8,604,673

392,200,000 6,020,064 398,220,064

補 正 前 の額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

（単位  千円）

2　総務費 1　総務管理費 人事給与システム改修事業 33,000

石油の世界館魅力向上事業　　　　　　　　　 22,264

10　教育費 1　教育総務費 教職員人事給与システム改修事業 9,000

款 項 金 額事 業 名
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第３表　債務負担行為補正

      　 １　追　加
（単位  千円）

コールセンター・電話交換運営事業 令和 2年度から 427,500 

令和 6年度まで

新津こ線橋補修事業 令和 2年度から 500,000 

令和 4年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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１　変　更

第４表　　地方債補正

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法
起　債　の　目　的

発行 入れる場合

（他 で，政府資

又は 利率見直し

債券 方式で借り

普通 年5.0％以内

貸借 （ただし， 貸借 （ただし， 期間を含み30年以内に

又は 利率見直し 元利均等又は元金均等

の共 率の見直し

同発 を行った後

共団 融機構資金

体と について利

の地 金及び地方

方公 公共団体金

。） し後の利率

）

行を においては

含む ，当該見直

だし，財政の都合によ

り据置期間中であって

も繰上償還し，償還年

限を短縮し，又は低利

債に借り換えることが

できる。

借り入れの年から据置

期間を含み30年以内に

元利均等又は元金均等

若しくは不均等の方法

により，毎年度１期又

は２期に償還する。た

11,500,400
道路橋りょう整備事業
費

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法

普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置

（他 で，政府資 は２期に償還する。た

の地 金及び地方 だし，財政の都合によ

債券 方式で借り 若しくは不均等の方法

発行 入れる場合 により，毎年度１期又

2,669,700

限を短縮し，又は低利

の共 率の見直し 債に借り換えることが

方公 公共団体金 り据置期間中であって

共団 融機構資金 も繰上償還し，償還年

（単位　千円）

街路事業費

）

含む

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前 補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後

10,172,500

2,244,300

，当該見直

。） し後の利率

同発 を行った後 できる。

行を においては

体と について利
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議案第４５号 

新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例の制定について 

 新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例を次のように制定するものとする。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）

の給与その他の給付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「職員」とは，次に掲げる者（水道局企業職員，市民病院企業

職員及び法に規定する単純な労務に雇用される職員（以下「技能労務職員」という。）

を除く。）をいう。 

 （１） パートタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第１号の規定により採

用された職員をいう。） 

 （２） フルタイム会計年度任用職員（法第２２条の２第１項第２号の規定により採用

された職員をいう。） 

 （俸給及び報酬） 

第３条 フルタイム会計年度任用職員には，新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６

０号。以下「給与条例」という。）第３条に規定する俸給を支給する。 

２ 前項の規定による俸給表の適用範囲については，給与条例第４条第１項の規定を準用

する。 

３ フルタイム会計年度任用職員の職務の級は，別表に定める基準に従い決定する。 

４ 前３項の規定により俸給表を適用した場合の号俸は，その者の有する資格，経験等及
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び職務内容に基づき規則で定める基準に従い決定する。 

５ パートタイム会計年度任用職員については，フルタイム会計年度任用職員として，前

３項の規定を適用したならば得られる俸給月額と，新潟市職員の勤務時間，休暇等に関

する条例（平成７年新潟市条例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第１８条の規

定により定められたその者の勤務時間を考慮して，任命権者が別に定めた俸給に相当す

る報酬（以下「基本報酬」という。）を支給する。 

６ 前項の規定にかかわらず，市が設置する幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教

育学校及び特別支援学校に勤務する非常勤の講師（以下「非常勤講師」という。）につ

いては，新潟市教育職員給与条例（昭和３４年新潟市条例第１７号。以下「教育職員給

与条例」という。）第４条の規定を適用したならば得られる俸給月額と，勤務時間条例

第１８条の規定により定められたその者の勤務時間を考慮して，任命権者が別に定めた

基本報酬を支給する。 

７ 前２項の規定により算出した額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額

とする。 

 （俸給及び基本報酬の計算期間，支給日等） 

第４条 俸給及び基本報酬の計算期間は，月の１日から末日とする。 

２ 俸給及び基本報酬の支給日は，規則で定める。 

３ 新たに職員となった者で俸給又は月額の基本報酬が支給されるものにはその日から俸

給又は基本報酬を支給し，離職した職員にはその日まで俸給又は基本報酬を支給する。 

４ 前項の規定により俸給又は基本報酬を支給する場合にあって，月の初日から支給する

とき以外のとき，又は月の末日まで支給するとき以外のときは，その俸給の額又は基本

報酬の額は，給与条例第９条第１項の規定に準じて日割りによって計算する。 

５ 職員が死亡したときは，その月まで俸給又は月額の報酬を支給する。 

 （諸手当の支給） 

第５条 フルタイム会計年度任用職員には，初任給調整手当，通勤手当，地域手当，特殊
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勤務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当，夜間勤務手当及び期末手当を

支給する。 

２ パートタイム会計年度任用職員には，初任給調整手当，通勤手当，地域手当，特殊勤

務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当及び夜間勤務手当に相当する報酬

並びに期末手当を支給する。 

（初任給調整手当） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の初任給調整手当については，給与条例第１２条の

規定を準用する。

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する初任給調整手当に相当する報酬については，

フルタイム会計年度任用職員（非常勤講師にあっては，教育職員給与条例第２条に規定

する教育職員（以下「教育職員」という。））の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず，パートタイム会計年度任用職員に支給する初任給調整手当

に相当する報酬の額は，給与条例第１２条第１項（非常勤講師にあっては，教育職員給

与条例第１１条第１項）に規定する額の範囲内においてその者の勤務時間を考慮して規

則で定める。 

 （通勤手当） 

第７条 フルタイム会計年度任用職員の通勤手当については，給与条例第１４条の２の規

定を準用する。

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する通勤手当に相当する報酬については，フル

タイム会計年度任用職員（非常勤講師にあっては，教育職員）の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず，パートタイム会計年度任用職員のうち，正規の勤務時間（

勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤務時間に相当する勤務時間をいう。）に

よる通勤回数が１週間当たり４回以下となるもの及び基本報酬を日額又は１時間当たり

の額で支給されるものに係る通勤手当に相当する報酬の額は，通勤回数を考慮して規則

で定める。 
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 （地域手当） 

第８条 フルタイム会計年度任用職員の地域手当については，給与条例第１４条の３から

第１４条の３の３までの規定を準用する。

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する地域手当に相当する報酬については，フル

タイム会計年度任用職員（非常勤講師にあっては，教育職員）の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず，パートタイム会計年度任用職員のうち，基本報酬を日額又

は１時間当たりの額で支給されるものに係る地域手当に相当する報酬の額は，基本報酬

を考慮して規則で定める。

（特殊勤務手当） 

第９条 フルタイム会計年度任用職員が特殊の勤務に従事し，その勤務に対する給与につ

いて特別の考慮を必要とする場合には，特殊勤務手当を支給する。 

２ フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当については，新潟市職員の特殊勤務手当

支給条例（平成１８年新潟市条例第７号）の例による。 

３ パートタイム会計年度任用職員に支給する特殊勤務手当に相当する報酬については，

フルタイム会計年度任用職員の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず，パートタイム会計年度任用職員に支給する月額の特殊勤務

手当に相当する報酬の額は，新潟市職員の特殊勤務手当支給条例に規定する額の範囲内

において勤務時間を考慮して規則で定める。 

 （時間外勤務手当） 

第１０条 フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当については，給与条例第１６条

の規定を準用する。この場合において，同条中「人事委員会規則」とあるのは「規則」

と読み替えるものとする。 

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する時間外勤務手当に相当する報酬については，

勤務時間を考慮して規則で定める。 

 （休日勤務手当） 
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第１１条 フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当については，給与条例第１７条の

規定を準用する。

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する休日勤務手当に相当する報酬については，

フルタイム会計年度任用職員の例による。 

 （宿日直手当） 

第１２条 フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当については，給与条例第１８条の規

定を準用する。 

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する宿日直手当に相当する報酬については，フ

ルタイム会計年度任用職員（非常勤講師にあっては，教育職員）の例による。 

 （夜間勤務手当） 

第１３条 フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当については，給与条例第１９条の

規定を準用する。 

２ パートタイム会計年度任用職員に支給する夜間勤務手当に相当する報酬については，

フルタイム会計年度任用職員の例による。 

 （端数計算） 

第１４条 第１０条，第１１条及び前条の規定により勤務１時間につき支給する時間外勤

務手当，休日勤務手当又は夜間勤務手当の額並びに第２１条の規定により勤務しない１

時間につき減額する額を算定する場合の１円未満の端数処理については，給与条例第１

９条の２の規定を準用する。 

 （勤務１時間当たりの給与その他の給付の額） 

第１５条 フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額については，給与条

例第２０条の規定を準用する。 

２ パートタイム会計年度任用職員で月額の基本報酬が支給されるものの勤務１時間当た

りの報酬の額は，第３条第５項の規定により定められた基本報酬の月額，地域手当に相

当する報酬の月額及び初任給調整手当に相当する報酬の月額の合計額に１２を乗じ，そ
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の額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める休日の勤務時間を

減じたもので除して得た額とする。 

３ パートタイム会計年度任用職員で日額の報酬が支給されるものの勤務１時間当たりの

報酬の額は，第３条第５項の規定により定められた基本報酬の日額，地域手当に相当す

る報酬の日額及び初任給調整手当に相当する報酬の日額の合計額を，１日当たりの正規

の勤務時間で除して得た額とする。 

４ パートタイム会計年度任用職員で１時間当たりの報酬が支給されるものの勤務１時間

当たりの報酬の額は，第３条第５項の規定により定められた基本報酬の１時間当たりの

額，地域手当に相当する報酬の１時間当たりの額及び初任給調整手当に相当する報酬の

１時間当たりの額の合計額とする。 

５ 前３項の規定にかかわらず，特殊勤務手当に相当する報酬の支給を受けるパートタイ

ム会計年度任用職員にあっては，勤務１時間当たりの報酬の額は，前３項の規定により

計算した額に規則で定める額を加算した額とする。 

（期末手当） 

第１６条 期末手当は，６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する職員（規則で定める職員を除く。）に対して支給する。 

２ 期末手当の額は，期末手当基礎額に，１００分の１３０を乗じて得た額に，基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１） ６箇月 １００分の１００ 

（２） ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

（３） ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

（４） ３箇月未満 １００分の３０ 

３ 前項の期末手当基礎額は，それぞれその基準日現在において職員が受けるべき俸給又

は基本報酬の月額及び地域手当の月額又は地域手当に相当する報酬の月額の合計額とす
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る。 

４ 職務の複雑，困難及び責任の度等を考慮して前項の期末手当基礎額に加算する額につ

いては，給与条例第２２条第５項（非常勤講師にあっては，教育職員給与条例第２１条）

の規定を準用する。 

５ 第２項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は，規則で定める。 

第１７条 前条に定めるもののほか，職員の期末手当については，給与条例第２２条の２

及び第２２条の３の規定を準用する。この場合において，給与条例第２２条の２第３号

中「基準日前１箇月以内又は基準日」とあるのは「基準日」と読み替えるものとする。

（諸手当等の支給方法） 

第１８条 フルタイム会計年度任用職員の初任給調整手当，通勤手当，地域手当，特殊勤

務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当，夜間勤務手当及び期末手当の支

給については，この条例に定めるもののほか，規則で定める。 

２ パートタイム会計年度任用職員の初任給調整手当，通勤手当，地域手当，特殊勤務手

当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当及び夜間勤務手当に相当する報酬並び

に期末手当の支給については，この条例に定めるもののほか，規則で定める。 

（給与その他の給付の口座振替） 

第１９条 給与その他の給付は，職員の申出により，その全部又は一部を口座振替の方法

により支払うことができる。 

（給与その他の給付からの控除） 

第２０条 職員に給与その他の給付を支給する際，市長は当該給与その他の給付から，次

の各号に掲げるものを控除することができる。 

 （１） 団体取扱契約に係る生命保険，損害保険等の保険料 

 （２） 新潟市職員互助会の掛金及び貸付金の返済金 

 （３） 新潟市職員互助会のあっせん物品の購入代金 

 （４） 新潟市職員互助会が行う事業の参加料及び使用料 
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 （５） 登録された職員団体の組合費及び貸付金返済金 

 （６） 新潟市職員生活協同組合の出資金，物品購入代金等 

（給与その他の給付の減額） 

第２１条 職員の給与その他の給付の減額については，給与条例第２７条（非常勤講師に

あっては，教育職員給与条例第３２条）の規定を準用する。この場合において，「第２

０条に規定する勤務１時間当たりの給与額」とあるのは「フルタイム会計年度任用職員

にあつては新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条例第   

号）第１５条第１項に規定する勤務１時間当たりの給与額，パートタイム会計年度任用

職員で月額の基本報酬が支給されるものにあつては同条第２項に規定する勤務１時間当

たりの報酬の額，パートタイム会計年度任用職員で日額の報酬が支給されるものにあつ

ては同条第３項に規定する勤務１時間当たりの報酬の額，パートタイム会計年度任用職

員で１時間当たりの報酬が支給されるものにあつては同条第４項に規定する勤務１時間

当たりの報酬の額又は特殊勤務手当に相当する報酬の支給を受けるパートタイム会計年

度任用職員にあつては同条第５項に規定する勤務１時間当たりの報酬の額」と読み替え

るものとする。 

（休職者の給与その他の給付） 

第２２条 職員が休職にされたときは，その休職の期間中，次項に定める給与その他の給

付を除く他のいかなる給与その他の給付も支給しない。 

２ 職員が公務上負傷し，若しくは疾病にかかり，又は通勤（地方公務員災害補償法（昭

和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３項，労働者災害補償保険法（昭和２２

年法律第５０号）第７条第２項及び第３項並びに新潟市の議会の議員その他非常勤の職

員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年新潟市条例第３３号）第２条の２に規定

する通勤をいう。以下同じ。）により負傷し，若しくは疾病にかかり，法第２８条第２

項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは，その休職の期間中，これに給与

その他の給付の全額を支給する。 
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（技能労務職員の給与の種類及び基準） 

第２３条 フルタイム会計年度任用職員である技能労務職員に支給する給与の種類は，俸

給，通勤手当，地域手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当，

夜間勤務手当，期末手当及び退職手当とする。 

２ パートタイム会計年度任用職員である技能労務職員に支給する給与の種類は，俸給，

通勤手当，地域手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，宿日直手当，夜

間勤務手当及び期末手当とする。 

３ 会計年度任用職員である技能労務職員に支給する給与の基準は，その職務と責任の特

殊性を考慮し，給与条例の適用を受ける職員の給与の額及び支給方法を基準として，別

に規則で定める。 

（技能労務職員の退職手当の支給制限等） 

第２４条 会計年度任用職員である技能労務職員の退職手当の支給制限等については，新

潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）第４章の規定の例による。 

 （特定の職員の給与等） 

第２５条 職務内容，職に要する資格，経験その他任用の事情を考慮して，この条例の規

定を適用することが適当でないと認める職員の給与及び報酬については，前各条の規定

にかかわらず，任命権者が別に定める。 

 （費用弁償） 

第２６条 パートタイム会計年度任用職員が公務のために旅行したときは，その費用を弁

償する。 

２ 前項の規定による費用弁償は，新潟市旅費条例（昭和３２年新潟市条例第４７号）の

規定により市長等以外の職員に支給される旅費の例による。 

 （委任） 

第２７条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定

める。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（俸給及び報酬の決定の特例） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において，臨時職員（法第２

２条の３第１項の規定により臨時的に任用された者を除く。）又は非常勤職員（法第３

条第３項に規定する特別職をいう。）であった者で，施行日に引き続きこの条例の適用

を受ける職員となったもの（施行日の前日に就いていたその者の職と同一の職に採用さ

れた者に限る。）の俸給又は報酬の決定について，任命権者が施行日前に受けていた賃

金又は報酬の水準との均衡上必要があると認める場合は，第３条の規定にかかわらず，

規則で定める基準により決定するものとする。 

３ 前項の規定により俸給又は報酬を決定された職員であって，当該職員の任期が満了し

た後に引き続いて職員として採用された場合（当該任期中に就いていた職と同一の職に

採用された場合に限る。）の俸給又は報酬の決定については，第３条の規定にかかわら

ず，規則の定めるところにより，当該任期満了日の俸給又は報酬を基礎として決定する

ことができる。その後において，任期満了日の翌日に引き続き同一の職に再度の採用を

された場合も同様とする。 

 （新潟市職員退職手当支給条例の一部改正） 

４ 新潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２項に次のただし書を加える。 

ただし，地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については，この限

りでない。 

 （適用区分） 

５ 前項の規定による改正後の第２条第２項の規定は，令和２年４月１日以後の退職に係

-16-



る退職手当について適用し，同日前の退職に係る退職手当については，なお従前の例に

よる。 

 （新潟市旅費条例の一部改正） 

６ 新潟市旅費条例（昭和３２年新潟市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第１条第２項に次の１号を加える。 

  （３） 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員 

 （新潟市給与条例の一部改正） 

７ 新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

第１条の２中第４号を第５号とし，同号の前に次の１号を加える。 

  （４） 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職

員」という。） 

第４条第２項中「，第３０条」を削る。 

  第３０条を次のように改める。 

第３０条 削除 

  第３２条第１項中「技能労務職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。以下この条

及び次条において同じ。）」を加える。 

 別表第７のうち（１）の表１級の項基準となる職務の欄を次のように改める。 

１ 定型的な業務を行う職務 

２ 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

別表第７のうち（２）の表１級の項中「医療業務を行う」を「医師又は歯科医師」に

改め，別表第７のうち（３）の表１級の項中 

 「６ 歯科衛生士の職務        」  を 

「６ 歯科衛生士の職務 

に改め，同表２級の項中「又は歯科衛生 

 ７ 歯科技工士又は臨床工学技士の職務」

 士」を「，歯科衛生士，歯科技工士又は臨床工学技士」に改め，別表第７のうち（４）
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の表１級の項及び２級の項中「准看護師」の次に「又は看護師」を加え，別表第７のう

ち（６）の表１級の項中「児童指導員」の次に「，生活支援員」を加える。 

 （新潟市教育職員給与条例の一部改正） 

８ 新潟市教育職員給与条例（昭和３４年新潟市条例第１７号）の一部を次のように改正

する。 

第３５条を削り，第３６条を第３５条とし，第３７条を第３６条とする。 

（新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

９ 新潟市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年新潟市条例第４号）

の一部を次のように改正する。 

  第１条第９号中「，専門委員」を削り，「準ずる者」の次に「（専門的な知識経験又

は識見を有する者が就く職であつて，当該知識経験又は識見に基づき，助言，調査，診

断その他総務省令で定める事務を行うものに限る。以下同じ。）」を加える。 

別表第１中「，専門委員」を削る。 

別表（第３条関係） 

俸給表 職務の級 基準となる職務 

一般俸給表 １級 １ 定型的な業務を行う職務 

２ 相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職

 務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

医療職俸給表（１） １級 医師又は歯科医師の職務 

医療職俸給表（２） １級 栄養士，診療放射線技師，臨床検査技師，理学療法

士，作業療法士，視能訓練士，言語聴覚士，歯科衛

生士，歯科技工士又は臨床工学技士の職務 

２級 薬剤師又は獣医師の職務 
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医療職俸給表（３） １級 准看護師又は看護師の職務 

２級 保健師，助産師，看護師又は養護師の職務 

福祉職俸給表 １級 児童指導員，生活支援員，保育士，言語指導員又は

介護員の職務 

教育職俸給表（１） １級 非常勤講師の職務 

教育職俸給表（２） １級 非常勤講師の職務 
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議案第４６号 

新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正について 

 新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 

新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年新潟市条例第１６４号）

の一部を次のように改正する。 

第８条第１項を次のように改める。 

  第４条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員（以下「任期付短時間勤

務職員」という。）の俸給月額は，新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号。

以下「給与条例」という。）第２条から第４条までの規定により適用される俸給月額に，

新潟市職員の勤務時間，休暇等に関する条例第２条第４項（新潟市教育職員の勤務時間，

休暇等に関する条例第３条において準用する場合を含む。）の規定により定められたそ

の者の勤務時間を新潟市職員の勤務時間，休暇等に関する条例第２条第１項（新潟市教

育職員の勤務時間，休暇等に関する条例第３条において準用する場合を含む。）に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とし，その額に１円未満の端数があるとき

は，その端数を切り捨てた額とする。 

 第８条中第２項及び第３項を削り，第４項を第２項とし，第５項を第３項とする。 

 別表を削る。 

   附 則 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 
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議案第４７号

新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。

令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

新潟市職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条に次の１号を加える。

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した

期間が１年以上である非常勤職員

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６か月に達する日（以下「１歳６か月到達日」という。）（第２条の４の

規定に該当する場合にあっては，２歳に達する日）までに，その任期（任期が更

新される場合にあっては，更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き

採用されないことが明らかでない非常勤職員

（ウ） 勤務日の日数を考慮して別に定める非常勤職員

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子が１歳に

達する日（以下このイ及び同条において「１歳到達日」という。）（当該子につい

て当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては，当該末日とされた日）において育児休業をしている非常勤

職員に限る。）
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ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員で

あって，当該育児休業に係る子について，当該任期が更新され，又は当該任期の満

了後に特定職に引き続き採用されることに伴い，当該任期の末日の翌日又は当該引

き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

第２条の３を第２条の５とし，第２条の２の次に次の２条を加える。

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は，次の各号に掲げる場合の区分

に応じ，当該各号に定める日とする。

（１） 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子の１歳到達

日

（２） 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれかの日

において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以

下この条及び次条において「地方等育児休業」という。）をしている場合において当

該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該育児休業の期間の

初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の

期間の初日前である場合を除く。） 当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該

育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の

日から当該子の１歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の

出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１

項及び第２項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数

を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは，

当該経過する日）

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため，非常勤職員が当該子の

１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休
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業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該

当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては，当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当該地

方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは，そのいずれかの日））の翌日

（当該子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末

日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって，当該任期

が更新され，又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては，

当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとする場合であって，次に掲げる場合のいずれにも該当するとき

当該子の１歳６か月到達日

ア 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員がする

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，

当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては，当該末日とされた日）において

地方等育児休業をしている場合

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務のため

に特に必要と認められる場合として任命権者が別に定める場合に該当する場合

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は，１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため，非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の

１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって，当該任期が更新され，又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては，当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう
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とする場合であって，次の各号のいずれにも該当するときとする。

（１） 当該子について，当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育児休

業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日において

地方等育児休業をしている場合

（２） 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のために特に必要と認められる場合として任命権者が別に定める場合に該当する場

合

第３条第１号中「若しくは出産を」を「又は出産を」に，「失い，又は第５条に規定す

る事由に該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された」を「失った」に改め，

「若しくは同条に規定する承認に係る子」を削り，「死亡し，又は養子縁組等により職員

と別居する」を「次に掲げる場合に該当する」に改め，同号に次のように加える。

  ア 死亡した場合

  イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合

 第３条中第５号を第６号とし，第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ，第１号の次

に次の１号を加える。

 （２） 育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したことにより当該育

児休業の承認が取り消された後，同条に規定する承認に係る子が次に掲げる場合に該

当することとなったこと。

  ア 前号ア又はイに掲げる場合

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求に係る

家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）

又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置

が解除された場合

第３条に次の２号を加える。

（７） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定に該当す
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ること。

（８） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員

が，当該育児休業に係る子について，当該任期が更新され，又は当該任期の満了後に

特定職に引き続き採用されることに伴い，当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採

用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。

第７条第１項中「している職員」の次に「（会計年度任用職員のうち，別に定めるもの

を除く。）」を加え，同条第２項中「している職員」の次に「（会計年度任用職員を除

く。）」を加える。

第８条中「職員が」を「職員（会計年度任用職員を除く。）が」に改める。

第２２条の表第８条第３項の項を次のように改める。

第８条第１項 第４条の規定により

任期を定めて採用さ

れた短時間勤務職員

（以下「任期付短時

間勤務職員」という

。）の俸給月額は，

新潟市給与条例（昭

和３２年新潟市条例

第６０号。以下「給

与条例」という。）

第３条の規定により任期を定めて採用された

職員（以下「第３条任期付職員」という。）

の俸給月額は，新潟市給与条例（昭和３２年

新潟市条例第６０号。以下「給与条例」とい

う。）第２条から第４条までの規定により適

用される俸給月額に，算出率を乗じて得た額

とし，第４条の規定により任期を定めて採用

された短時間勤務職員（以下「任期付短時間

勤務職員」という。）の俸給月額は，給与条

例

第２８条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしてい

る」を「次に掲げる」に改め，同条に次の各号を加える。

（１） 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員

（２） 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２８条
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の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等」

という。）を除く。）

ア 特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して別に定める非常勤職員

第２９条第１項中「勤務時間」の次に「（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除く。

以下この条において同じ。）にあっては，当該非常勤職員について定められた勤務時

間）」を加え，同条に次の２項を加える。

３ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（以下「育児時間」という。）又は勤務時

間条例第１５条の２第１項の規定による介護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常

勤職員を除く。）に対する部分休業の承認については，１日につき２時間から当該育児

時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。

４ 非常勤職員に対する部分休業の承認については，１日につき，当該非常勤職員につい

て１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（

当該非常勤職員が育児時間又は育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条第３２項において読み替えて準用

する同条第２９項の規定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」

という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては，当該時間を超えない範囲内で，

かつ，２時間から当該育児時間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しな

い時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。

附 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

-26-



議案第４８号

新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例等の一部改正について

新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例等の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。

令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例等の一部を改正する条例

（新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例）

第１条 新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和２６年新潟市条例第

６７号）の一部を次のように改正する。

第３条に次の１項を加える。

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定の適用に

ついては，同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「法第２２条の２第１項及び

第２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。

（新潟市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例）

第２条 新潟市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年新潟市条例第６８号）

の一部を次のように改正する。

第３条中「合計額」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっては，

これらに相当する報酬の額）」を加える。

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される新潟市職員の処遇等に関する条例の一部を

改正する条例）

第３条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される新潟市職員の処遇等に関する条例（平

成元年新潟市条例第３４号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

（新潟市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する条例）
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第４条 新潟市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１３年新潟市条例第３

５号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

（新潟市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例）

第５条 新潟市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年新潟市条例第１

０号）の一部を次のように改正する。

第３条中「法」の次に「第２２条の２第１項第２号に掲げる職員及び同法」を加える。

附 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。

-28-



議案第４９号

新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 

 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 

 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３２年新潟市条例第８

４号）の一部を次のように改正する。

 第２条第１項中「及び地方公務員法」を「，地方公務員法」に改め，「昭和２５年法律

第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え，「占める職員」を「占めるもの及

び法第２２条の２第１項に規定するもの」に改め，「休職者及び臨時職員を除く。」を削

る。

 第１２条及び第１３条中「地方公務員法」を「法」に，「同法」を「法」に改める。

第１４条第２項第１号中「地方公務員法」を「法」に改め，同項第２号中「地方公務員

法」を「法」に，「失職」を「失職した者」に，「同法」を「法」に改め，「した者」を

削り，同条第３項中「地方公務員法」を「法」に改める。

第１５条中「昭和３２年条例第６０号」を「昭和３２年新潟市条例第６０号」に，「に

規定する」を「及び新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条例

第  号）に規定する」に改める。

第１６条の３及び第１６条の４中「地方公務員法」を「法」に改める。

 第１７条の次に次の１条を加える。

 （会計年度任用職員の給与）

第１７条の２ 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず，法第２２条の２第１項第２

号の規定により採用された職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）の給
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与の種類は，給料並びに通勤手当，地域手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当，休日勤

務手当，夜間勤務手当，宿日直手当，期末手当及び退職手当とする。

２ 第３条，第４条，第４条の４，第４条の５，第９条の２及び第１３条の規定は，フル

タイム会計年度任用職員には適用しない。

３ 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず，法第２２条の２第１項第１号の規定に

より採用された職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）の給与の種類

は，給料並びに通勤手当，地域手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当，休日勤務手当，

夜間勤務手当，宿日直手当及び期末手当とする。

４ 第３条，第４条，第４条の４，第４条の５，第９条の２，第１３条及び１４条の規定

は，パートタイム会計年度任用職員には適用しない。

第１８条第１項中「地方公務員法」を「法」に改める。

   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第５０号

新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 

 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一

新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 

新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第８２号）

の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「及び地方公務員法」を「，地方公務員法」に改め，「昭和２５年法律

第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え，「占める職員」を「占めるもの及

び法第２２条の２第１項に規定するもの」に改め，「休職者及び臨時職員を除く。」を削

る。 

 第１６条及び第１７条中「地方公務員法」を「法」に，「同法」を「法」に改める。 

第１８条第２項第１号中「地方公務員法」を「法」に改め，同項第２号中「地方公務員  

法」を「法」に，「失職」を「失職した者」に，「同法」を「法」に改め，「した者」を

削り，同条第３項中「地方公務員法」を「法」に改める。 

 第１９条中「に規定する」を「及び新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令

和元年新潟市条例第  号）に規定する」に改める。 

 第２２条及び第２３条中「地方公務員法」を「法」に改める。 

 第２５条第１項中「地方公務員法」を「法」に改め，同条を第２６条とし，第２４条の

次に次の１条を加える。

 （会計年度任用職員の給与）

第２５条 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず，法第２２条の２第１項第２号の

規定により採用された職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）の給与の
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種類は，給料並びに初任給調整手当，地域手当，通勤手当，特殊勤務手当，時間外勤務

手当，休日勤務手当，夜間勤務手当，宿日直手当，期末手当及び退職手当とする。

２ 第５条，第６条，第８条，第９条，第１５条及び第１７条の規定は，フルタイム会計

年度任用職員には適用しない。

３ 第２条第１項及び第３項の規定にかかわらず，法第２２条の２第１項第１号の規定に

より採用された職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）の給与の種類

は，給料並びに初任給調整手当，地域手当，通勤手当，特殊勤務手当，時間外勤務手当，

休日勤務手当，夜間勤務手当，宿日直手当及び期末手当とする。

４ 第５条，第６条，第８条，第９条，第１５条，第１７条及び第１８条の規定は，パー

トタイム会計年度任用職員には適用しない。

   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第５１号

新潟市岩室地域水産業振興開発基金条例の廃止について 

 新潟市岩室地域水産業振興開発基金条例を廃止する条例を次のように制定するものとす

る。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市岩室地域水産業振興開発基金条例を廃止する条例 

 新潟市岩室地域水産業振興開発基金条例（平成１６年新潟市条例第８７号）は，廃止す

る。

   附 則

この条例は，公布の日から施行する。
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議案第５２号

新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部改正について 

 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部を改正する条例 

新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例（平成１６年新潟市条例第９１号）の一部を

次のように改正する。

第８条第２項中「１．０８」を「１．１」に改める。

 別表第２鉱工業用水水利使用の項中「４４，２５０円」を「４５，１６０円」に改め，

同表その他の水利使用の項中「６，７１０円」を「６，８５０円」に改める。

 別表第３石の項中「１５５円」を「１６０円」に，「１１５円」を「１２０円」に，「

３，５３０円」を「３，６１０円」に，「７，０６０円」を「７，２３０円」に，「７０

６円」を「７２３円」に改め，同表砂利の項中「１７５円」を「１８０円」に改め，同表

かき込み砂利の項中「１５５円」を「１６０円」に改め，同表土砂の項中「１３５円」を

「１４０円」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和元年１０月１日から施行する。

 （適用区分）

２ この条例の施行日前から引き続き法定外公共物を使用している者（使用期間が令和２

年３月３１日までの期間に限る。）に係る使用料の額については，なお従前の例による。
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議案第５３号

新潟市道路占用料条例の一部改正について 

 新潟市道路占用料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一  

新潟市道路占用料条例の一部を改正する条例 

 新潟市道路占用料条例（昭和４７年新潟市条例第５号）の一部を次のように改正する。

 第２条第２項中「１．０８」を「１．１」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和元年１０月１日から施行する。

 （適用区分）

２ 占用の期間が１月未満であって，この条例の施行の日前から引き続き道路を占用して

いる者に係る占用料の額については，なお従前の例による。
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議案第５４号

新潟市消防関係手数料条例の一部改正について 

 新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例 

 新潟市消防関係手数料条例（平成２２年新潟市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。

 別表３の項第５号ウ中「１，５８０，０００円」を「１，５９０，０００円」に改め，

同号エ中「１，９４０，０００円」を「１，９５０，０００円」に改め，同号オ中「２，

２６０，０００円」を「２，２７０，０００円」に改める。

   附 則

 この条例は，令和元年１０月１日から施行する。
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議案第５５号

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部改正について 

 新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一  

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例 

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例（平成１６年新潟市条例第９

５号）の一部を次のように改正する。

別表第１に次のように加える。

新潟市潟東地域コミュ

ニティセンター

新潟市西蒲区三方

２番地

アリーナ１，アリーナ２，会議室，研

修室，中ホール，小ホール，調理室兼

研修室

 別表第３新潟市内野まちづくりセンターの項の次に次のように加える。

新潟市潟東地域コミュニテ

ィセンター

月曜日，休日及び１２月２

９日から翌年１月３日まで

午前９時から午後９時まで

 別表第４のうち５２の表を５３の表とし，３９の表から５１の表までを１表ずつ繰り下

げ，３８の表の次に次の１表を加える。

 ３９ 新潟市潟東地域コミュニティセンター

施設名 単位 利用料金の上限額（円）

アリーナ１ スポーツ目的の利用 １時

間につき

７５０

スポーツ以外の目的の利用

１時間につき

１，５００
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アリーナ２ スポーツ目的の利用 １時

間につき

７５０

スポーツ以外の目的の利用

１時間につき

１，５００

会議室 １時間につき ３００

研修室 １時間につき ４００

中ホール １時間につき ８００

小ホール １時間につき ３００

調理室兼研修室 １時間につき ３００

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，公布の日から起算して１０月を超えない範囲内において規則で定める日

から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行する。

 （準備行為）

２ 市長が行う新潟市潟東地域コミュニティセンターの利用の許可及び許可の取消し並び

に指定管理者の指定，利用者が行う利用の取止めの申出，新潟市潟東地域コミュニティ

センターの指定管理者が行う利用料金の額並びに免除及び還付の基準を定める行為並び

にこれらに関し必要な手続その他の行為は，この条例の施行前においても，改正後の新

潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の規定の例により行うことがで

きる。
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議案第５６号

新潟市こども創作活動館条例の一部改正について 

 新潟市こども創作活動館条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市こども創作活動館条例の一部を改正する条例 

 新潟市こども創作活動館条例（平成１０年新潟市条例第２号）の一部を次のように改正

する。

 第１１条を第１８条とし，第１０条を第１２条とし，同条の次に次の５条を加える。

（指定管理者による管理）

第１３条 市長は，創作活動館の設置の目的を効果的に達成するため，地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により，法人その他の団体であって，

市が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に創作活動館の管理を行わせる。

（指定管理者の指定の手続）

第１４条 創作活動館の指定管理者の指定を受けようとするものは，事業計画書その他規

則で定める書類を添えて市長に申請しなければならない。

２ 市長は，前項の規定により申請をしたもののうち，提出された事業計画書等により，

次に掲げる基準に最も適合していると認めるものを，創作活動館の指定管理者とするも

のとする。

（１） 創作活動館の平等利用が確保されること。

（２） 創作活動館の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られるもの

であること。

（３） 事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有していること。

（指定管理者の業務の範囲）

第１５条 指定管理者が行う業務の範囲は，次のとおりとする。
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（１） 休館日又は開館時間の変更に関する業務。ただし，休館日又は開館時間を変更

する場合は，あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

（２） 創作活動館の利用の許可に関する業務

（３） 第２条に規定する事業の実施に関する業務

（４） 第１１条の規定による退去等の命令に関する業務

（５） 創作活動館の施設及び設備の維持管理に関する業務

（６） その他創作活動館の管理上，市長が必要と認める業務

（秘密を守る義務）

第１６条 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。

（個人情報の取扱い）

第１７条 指定管理者は，個人に関する情報（以下「個人情報」という。）の漏えいの防

止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

２ 指定管理者の役員及び職員は，業務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又

は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。

 第９条を第１１条とし，第３条から第８条までを２条ずつ繰り下げ，第２条の次に次の

２条を加える。

 （休館日）

第３条 創作活動館の休館日は，次に掲げるとおりとする。ただし，市長が特に必要があ

ると認める場合は，臨時にこれを変更することができる。

 （１） 月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日（以下「休日」という。）に当たる場合は，その日後においてその日に最

も近い日曜日，土曜日又は休日でない日）

 （２） 休日の翌日（その日が日曜日，土曜日又は休日に当たる場合は，その日後にお

いてその日に最も近い日曜日，土曜日又は休日でない日）
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 （３） １２月２９日から翌年１月３日まで

 （開館時間）

第４条 創作活動館の開館時間は，次に掲げるとおりとする。ただし，市長が特に必要 

があると認める場合は，臨時にこれを変更することができる。

 （１） 火曜日から土曜日まで（休日に当たる日を除く。） 午前９時から午後６時ま

で

 （２） 日曜日及び休日 午前９時から午後５時まで

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から

施行する。

（準備行為）

２ 指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は，この条例の施行前にお

いても，改正後の新潟市こども創作活動館条例の規定の例により行うことができる。
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議案第５７号

新潟市市税条例等の一部改正について 

 新潟市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市市税条例等の一部を改正する条例 

（新潟市市税条例の一部改正）

第１条 新潟市市税条例（昭和３７年新潟市条例第２号）の一部を次のように改正する。

  第２３条の４第１項中「においては」を「には」に，「同項第１号に掲げる寄附金」

を「同条第２項に規定する特例控除対象寄附金」に改め，同条第２項中「第３１４条の

７第２項」を「第３１４条の７第１１項」に改める。

  附則第４条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。

  附則第５条の３の２第１項中「平成４３年度」を「令和１５年度」に，「平成３３年」

を「令和３年」に改める。

  附則第５条の４中「第３１４条の７第２項第２号」を「第３１４条の７第１１項第２

号」に改める。

  附則第６条第１項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。

  附則第８条の３第１２項を同条第１３項とし，同条第１１項中「附則第１２条第１７

項」を「附則第１２条第１９項」に改め，同項を同条第１２項とし，同条第１０項第５

号中「附則第１２条第２９項」を「附則第１２条第３１項」に改め，同項を同条第１１

項とし，同条第９項を同条第１０項とし，同条第８項第５号中「附則第１２条第２９項」

を「附則第１２条第３１項」に改め，同項を同条第９項とし，同条第７項第４号中「附

則第１２条第２１項」を「附則第１２条第２３項」に改め，同項第６号中「附則第１２

条第２２項」を「附則第１２条第２４項」に改め，同項を同条第８項とし，同条第６項

中「附則第１２条第１７項」を「附則第１２条第１９項」に改め，同項を同条第７項と
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し，同条第５項の次に次の１項を加える。

 ６ 法附則第１５条の８第４項の家屋について，同項の規定の適用を受けようとする者

は，当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書

に令附則第１２条第１６項に規定する従前の家屋について移転補償金を受けたことを

証する書類を添付して市長に提出しなければならない。

  （１） 納税義務者の住所，氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあつては，住所及び氏名又は名称）

  （２） 家屋の所在，家屋番号，種類及び床面積

（３） 家屋の建築年月日及び登記年月日

附則第９条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

附則第９条の２の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め，同条第１項及

び第２項中「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。

附則第１０条（見出しを含む。）及び附則第１１条（見出しを含む。）中「平成３２

年度」を「令和２年度」に改める。

附則第１３条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め，同条第２項中「平

成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第１６条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

附則第１８条（見出しを含む。）及び附則第１９条（見出しを含む。）中「平成３２

年度」を「令和２年度」に改める。

附則第３７条第１項中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。

第２条 新潟市市税条例の一部を次のように改正する。

第２８条中第７項を第８項とし，第６項を第７項とし，第５項を第６項とし，第４項

の次に次の１項を加える。

５ 第１項又は第４項の場合において，前年において支払を受けた給与で所得税法第１

９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが，第１項の
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申告書を提出するときは，法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のうち法施行規

則で定めるものについては，法施行規則で定める記載によることができる。

 第２９条の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同条第

１項各号列記以外の部分中「同項の」を「同項に規定する」に改め，同項第３号を同項

第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

（３） 当該給与所得者が単身児童扶養者（法第２９２条第１項第１２号の２に規定

する単身児童扶養者をいう。以下同じ。）に該当する場合には，その旨

第２９条の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同条第

１項各号列記以外の部分中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改

め，「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所得

税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金

等」という。）の支払を受ける者であつて，扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を

有する者若しくは単身児童扶養者である者」を加え，「同項の」を「所得税法第２０３

条の６第１項に規定する」に，「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め，

同項第３号を同項第４号とし，同項第２号の次に次の１号を加える。

（３） 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には，その旨

第２９条の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２項」に改め，

同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６項」に改める。

第３０条第１項中「によつて」を「により」に，「同条第６項」を「同条第７項」に，

「第７項」を「第８項」に改める。

  附則第１３条の２に次の３項を加える。

 ２ 新潟県知事は，当分の間，前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴

収に関し，三輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項

において準用する場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど
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うかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。

 ３ 新潟県知事は，当分の間，第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性

能割につき，その納付すべき額について不足額があることを附則第１３条の４の規定

により読み替えられた第７６条の７第１項の納期限（納期限の延長があつたときは，

その延長された納期限）後において知つた場合において，当該事実が生じた原因が，

国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）

により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通

大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは，当該申請をした者又はその

一般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の

規定によりその例によることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出す

べき当該三輪以上の軽自動車の取得者とみなして，軽自動車税の環境性能割に関する

規定を適用する。

 ４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額は，

同項の不足額に，これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。

附則第１３条の２を附則第１３条の２の２とし，附則第１３条の次に次の１条を加え

る。

（軽自動車税の環境性能割の非課税）

第１３条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含む。）

に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ。）に

対しては，当該三輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和２年９月３

０日までの間（附則第１３条の６第３項において「特定期間」という。）に行われた
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ときに限り，第７６条第１項の規定にかかわらず，軽自動車税の環境性能割を課さな

い。

附則第１３条の６に次の１項を加える。

３ 自家用の三輪以上の軽自動車であつて乗用のものに対する第７６条の５（第２号に

係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については，当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り，これらの規定中「１００分の２」とあるのは，「１００分

の１」とする。

 附則第１４条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め，「指定」の次に

「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加え，同条に次

の３項を加える。

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第７

８条の規定の適用については，当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種

別割に限り，当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定

するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）

のうち三輪以上のものに対する第７８条の規定の適用については，当該ガソリン軽自
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動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第７８条の規定の適用に

ついては，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

 附則第１４条の２を次のように改める。

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）
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第１４条の２ 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，三輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。

２ 市長は，納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第７９条

第２項の納期限（納期限の延長があつたときは，その延長された納期限）後において

知つた場合において，当該事実が生じた原因が，国土交通大臣の認定等の申請をした

者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間

接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受

けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは，当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在におけ

る当該不足額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして，軽自動車税の種別割に

関する規定（第８３条及び第８４条の規定を除く。）を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は，同項

の不足額に，これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。

第３条 新潟市市税条例の一部を次のように改正する。

第１２条第１項第３号中「年齢２０歳未満の者をいう。ただし，民法（明治２９年法

律第８９号）第７５３条の規定によつて」を「民法の一部を改正する法律（平成３０年

法律第５９号）附則第２条第３項の規定により」に，「又は寡夫」を「，寡夫又は単身

児童扶養者（法第２９２条第１項第１２号の２に規定する単身児童扶養者をいう。以下

同じ。）」に改める。

第２９条の２第１項第３号中「（法第２９２条第１項第１２号の２に規定する単身児

童扶養者をいう。以下同じ。）」を削る。
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附則第１４条第１項中「第４項」を「第５項」に改め，同条に次の１項を加える。

 ５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車のうち，自家

用の乗用のものに対する第７８条の規定の適用については，当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り，第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

附則第１４条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。

（新潟市市税条例の一部を改正する条例の一部改正）

第４条 新潟市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年新潟市条例第４０号）の一部

を次のように改正する。

附則第５条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改

め，同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め，同条

第１４項の表中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に，「平成３

２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。

（新潟市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第５条 新潟市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年新潟市条例第４１号）の一

部を次のように改正する。

附則第１条第５号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第４条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

第６条 新潟市市税条例等の一部を改正する条例（平成２９年新潟市条例第２号）の一部

を次のように改正する。

第１条の２のうち，新潟市市税条例附則第１４条第１項の改正規定中「初めて道路運

送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項に規定する」
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を「平成１８年３月３１日までに初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受

けた法附則第３０条第１項」を「法附則第３０条」に，「平成３１年度分」を「当該軽

自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して

１４年を経過した月の属する年度以後の年度分」に改め，同条例附則第１４条第２項か

ら第４項までを削る改正規定の次に次のように加える。

附則第１４条の２を次のように改める。

第１４条の２ 削除

第７条 新潟市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年新潟市条例第３３号）の一

部を次のように改正する。

第１条のうち，新潟市市税条例第４３条第１項の改正規定中「及び第１１項」を「，

第１１項及び第１３項」に改め，同条に３項を加える改正規定中「３項」を「８項」に

改め，同改正規定（同条第１０項に係る部分に限る。）中「次項」の次に「及び第１２

項」を加え，「その他法施行規則で定める方法」を削り，同改正規定（同条第１２項に

係る部分に限る。）中「申告は，」の次に「申告書記載事項が」を加え，同改正規定に

次のように加える。

 １３ 第１０項の内国法人が，電気通信回線の故障，災害その他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合で，かつ，

同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると認められる場合にお

いて，同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することについて市長の承認を受

けたときは，当該市長が指定する期間内に行う同項の申告については，前３項の規定

は，適用しない。法人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定する納税地の所

轄税務署長に提出した第１０項の内国法人が，当該税務署長の承認を受け，又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載した法施行規則で定める書類を，納税

申告書の提出期限の前日までに，又は納税申告書に添付して当該提出期限までに，市
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長に提出した場合における当該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告について

も，同様とする。

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は，同項前段の規定の適用を受けるこ

とが必要となつた事情，同項前段の規定による指定を受けようとする期間その他法施

行規則で定める事項を記載した申請書に法施行規則で定める書類を添付して，当該期

間の開始の日の１５日前までに，これを市長に提出しなければならない。

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は，第１０項の申告につき第１３項

の規定の適用を受けることをやめようとするときは，その旨その他法施行規則で定め

る事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１条の８第５

１項の処分又は前項の届出書の提出があつたときは，これらの処分又は届出書の提出

があつた日の翌日以後の第１３項前段の期間内に行う第１０項の申告については，第

１３項前段の規定は適用しない。ただし，当該内国法人が，同日以後新たに同項前段

の承認を受けたときは，この限りでない。

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき，第１５項の届出書の提

出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項

において準用する場合を含む。）の処分があつたときは，これらの届出書の提出又は

処分があつた日の翌日以後の第１３項後段の期間内に行う第１０項の申告については，

第１３項後段の規定は適用しない。ただし，当該内国法人が，同日以後新たに同項後

段の書類を提出したときは，この限りでない。

附則第１条第５号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め，同

条第６号中「同条に３項」を「同条に８項」に，「平成３２年４月１日」を「令和２年

４月１日」に改め，同条第７号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」

に改め，同条第８号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め，同条第

９号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め，同条第１０号中
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「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。

  附則第２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に，「平成３２年度分」を「

令和２年度分」に改め，同条第５項中「第１２項」を「第１７項」に改める。

 附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。

附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め，同

条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め，同条第３項中

「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め，

同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め，同条第３項

中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。

  附 則

 （施行期日）

第１条 この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日から施行する。

 （１） 次号から第６号までに掲げる規定以外の規定 公布の日

 （２） 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第７条の規定 令和元年１

０月１日

 （３） 第２条中新潟市市税条例第２８条中第７項を第８項とし，第６項を第７項とし，

第５項を第６項とし，第４項の次に１項を加える改正規定並びに第２９条の２，第２

９条の３及び第３０条第１項の改正規定並びに附則第３条の規定 令和２年１月１日

（４） 第３条中新潟市市税条例第１２条の改正規定（「又は寡夫」を「，寡夫又は単

身児童扶養者（法第２９２条第１項第１２号の２に規定する単身児童扶養者をいう。

以下同じ。）」に改める部分に限る。）及び第２９条の２の改正規定並びに附則第４

条の規定 令和３年１月１日

 （５） 第３条（前号及び次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第８条の規定 令

和３年４月１日
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（６） 第３条中新潟市市税条例第１２条の改正規定（第４号に掲げる改正規定を除

く。）及び附則第５条の規定 令和４年４月１日

 （市民税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き，前条第１号に掲げる規定による改正後の新潟市市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は，平成３１年

度以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成３０年度分までの個人の市民税に

ついては，なお従前の例による。

２ 新条例第２３条の４及び附則第５条の４の規定は，市民税の所得割の納税義務者が地

方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２号。以下この項において「改正法」

という。）附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支出する改正法第１条の規

定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の７第２項に規定

する特例控除対象寄附金について適用し，市民税の所得割の納税義務者が同日前に支出

した改正法第１条の規定による改正前の地方税法第３１４条の７第１項第１号に掲げる

寄附金については，なお従前の例による。

３ 新条例第２３条の４及び附則第５条の４の規定は，令和２年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し，平成３１年度分までの個人の市民税については，なお従前の例

による。

４ 新条例第２３条の４第１項の規定の適用については，令和２年度分の個人の市民税に

限り，同項中「特例控除対象寄附金」とあるのは，「特例控除対象寄附金又は同条第１

項第１号に掲げる寄附金（令和元年６月１日前に支出したものに限る。）」とする。

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の新潟市市税条例（次項及び第３項

において「２年新条例」という。）第２８条第５項の規定は，同号に掲げる規定の施行

の日以後に令和２年度分以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場合につ

いて適用し，同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に平成３１年度分までの

個人の市民税に係る申告書を提出する場合については，なお従前の例による。
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２ ２年新条例第２９条の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は，附則第１条

第３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき市税条例第２８条第１項に規定

する給与について提出する２年新条例第２９条の２第１項及び第２項に規定する申告書

について適用する。

３ ２年新条例第２９条の３第１項の規定は，附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日

以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第７号）第

１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この項において

「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所得税法第

２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する２年新条例第２９

条の３第１項に規定する申告書について適用する。

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の新潟市市税条例第１２条第１項

（第３号中「又は寡夫」を「，寡夫又は単身児童扶養者（法第２９２条第１項第１２号

の２に規定する単身児童扶養者をいう。以下同じ。）」に改める部分に限る。）の規定

は，令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，令和２年度分までの個人

の市民税については，なお従前の例による。

第５条 附則第１条第６号に掲げる規定による改正後の新潟市市税条例第１２条第１項

（第３号中「年齢２０歳未満の者をいう。ただし，民法（明治２９年法律第８９号）第

７５３条の規定によつて」を「民法の一部を改正する法律（平成３０年法律第５９号）

附則第２条第３項の規定により」に改める部分に限る。）の規定は，令和４年度以後の

年度分の個人の市民税について適用し，令和３年度分までの個人の市民税については，

なお従前の例による。

 （固定資産税に関する経過措置）

第６条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成３１年度以後の年度分の固定資

産税について適用し，平成３０年度分までの固定資産税については，なお従前の例によ

る。
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（軽自動車税に関する経過措置）

第７条 別段の定めがあるものを除き，附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の新

潟市市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境性能割

に関する部分は，同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は，令和２年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用する。

第８条 附則第１条第５号に掲げる規定による改正後の新潟市市税条例の規定は，令和３

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和２年度分までの軽自動車

税の種別割については，なお従前の例による。
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議案第５８号

新潟市介護保険条例の一部改正について 

 新潟市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市介護保険条例の一部を改正する条例 

 新潟市介護保険条例（平成１２年新潟市条例第２０号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項を次のように改める。

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者についての保険料の減額賦課に係る年

度ごとの保険料は，当該各号に定める額とする。

 （１） 前項第１号に掲げる第１号被保険者 ２１，０００円

 （２） 前項第２号に掲げる第１号被保険者 ４０，１００円

 （３） 前項第３号に掲げる第１号被保険者 ５１，５００円

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第３条第２項の規定は，令和元年度分の保険料から適用し，平成３０年度分

までの保険料については，なお従前の例による。

-56-



議案第５９号

新潟市ひまわりクラブ条例の一部改正について 

 新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例 

 新潟市ひまわりクラブ条例（平成５年新潟市条例第２３号）の一部を次のように改正す

る。

別表西区の項中

「

新通ひまわりクラブ 新潟市西区坂井東６丁目１８番１号

」

を

「

新通ひまわりクラブ 新潟市西区坂井東６丁目１８番１号

新通つばさひまわりクラブ 新潟市西区大野１３７番地

」

に，「新潟市西区内野上新町１１８１０番地」を「新潟市西区内野上新町１１８２１番地

４」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，公布の日から起算して９月を超えない範囲内において規則で定める日か 

ら施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行する。

 （準備行為）

２ 新通つばさひまわりクラブの入会の許可及び許可の取消し，退会の届出，利用料の免
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除，指定管理者の指定並びにこれらに関し必要な手続その他の行為は，この条例の施行

前においても，改正後の新潟市ひまわりクラブ条例の規定の例により行うことができる。
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議案第６０号 

新潟市障がい者デイサポートセンター条例の一部改正について 

 新潟市障がい者デイサポートセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

新潟市障がい者デイサポートセンター条例の一部を改正する条例 

新潟市障がい者デイサポートセンター条例（平成１５年新潟市条例第４号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条中「第５条第２５項に規定する地域活動支援センター」を「第５条第１項に規定

する障害福祉サービスその他の福祉サービスを行う事業所」に改める。 

 第２条各号列記以外の部分中「，前条の目的を達成するために」を削り，「次の各号

に」を「次に」に改め，同条各号を次のように改める。 

（１） 法第５条第７項に規定する生活介護（以下単に「生活介護」という。）に関す

ること。 

（２） 法第７７条第３項の規定に基づき，居宅において障がい者の介護を行う者の疾

病，就労その他の理由により，主として昼間において当該障がい者にセンターを利用

させて行う見守りその他の支援（以下「日中一時支援」という。）に関すること。 

 （３） 前２項に掲げるもののほか，市長が特に必要と認める事業 

 第１３条を第１７条とし，第１２条を第１６条とし，第１１条を第１５条とする。 

 第１０条第１項中「利用する者」の次に「（第６条第１号及び第３号に掲げる者に限

る。）」を加え，同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 利用料金の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

（１） 第６条第１号に該当する者に係る利用料金 法第２９条第３項第１号の規定に

より定められた生活介護に係る費用の額及び同条第１項に規定する特定費用の額の範
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囲内で，指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額 

（２） 第６条第３号に該当する者に係る利用料金 日中一時支援に要する費用として

市長が定める額及び食事の提供等に係る実費相当額として市長が定める額の範囲内で，

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額 

３ 利用料金は，地方自治法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者の収入とする。 

 第１０条を第１３条とし，同条の次に次の１条を加える。 

（利用料金の免除） 

第１４条 指定管理者は，特段の理由があると認める場合は，利用料金の全部又は一部を

免除することができる。 

 第９条を第１２条とし，第８条を第１１条とし，第７条を第１０条とし，第６条を第７

条とし，同条の次に次の２条を加える。 

 （使用料） 

第８条 市長は，センターを利用する者（第６条第２号に掲げる者に限る。）又はその扶

養義務者から，使用料として身体障害者福祉法第３８条第１項の規定により市長が徴

収することができる費用として厚生労働大臣が定める基準により市長が定める額を徴

収する。 

２ 使用料は，月単位で徴収するものとし，毎月２５日（その日が日曜日，土曜日及び休

日に当たる場合は，その日後においてその日に最も近い日曜日，土曜日及び休日でな

い日）をその月の前月分の使用料の納期限とする。 

 （使用料の免除） 

第９条 市長は，特別な理由により前条に掲げる使用料を納入することができないと認め

る場合は，その使用料の額の全部又は一部を免除することができる。 

第５条中「法第５条第２５項に規定する地域活動支援センターを利用できる者として市

長が認めた」を「次に掲げる」に改め，同条に次の各号を加える。 

（１） 法第１９条第１項に規定する支給決定（生活介護に係るものに限る。）を受け
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た者 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１８条第１項に規定する措

置を受けた者 

（３） 日中一時支援を利用する者として市長が認めた者 

第５条を第６条とし，第４条を第５条とする。 

第３条第１項第１号中「にあたる」を「（以下「休日」という。）に当たる」に改め，

同条を第４条とする。 

第２条の次に次の１条を加える。 

（施設） 

第３条 センターに，次に掲げる施設を置く。 

 （１） デイサービスルーム 

 （２） デイサポート相談室 

 （３） 静養室 

（４） 障がい者用特殊浴室 

 別表を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日において現に改正前の新潟市障がい者デイサポートセンタ

ー条例第５条の規定により新潟市障がい者デイサポートセンターを利用できる者とし

て市長が認めた者であって，改正後の新潟市障がい者デイサポートセンター条例（以

下「新条例」という。）第６条各号の規定に該当しないものは，新条例第６条の規定

にかかわらず，当分の間，新条例の規定により新潟市障がい者デイサポートセンター

を利用することができる。 
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３ 前項の規定により新潟市障がい者デイサポートセンターを利用できる者に係る利用料

金の額は，市長が別に定める額の範囲内で指定管理者が市長の承認を得て定めるもの

とする。 

４ 改正後の第１３条の規定は，令和２年４月１日の利用に係る利用料金から適用し，同

年３月までの利用に係る利用料金については，なお従前の例による。 
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議案第６１号

新潟市給水条例の一部改正について 

 新潟市給水条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一  

新潟市給水条例の一部を改正する条例 

 新潟市給水条例（昭和３３年新潟市条例第３２号）の一部を次のように改正する。

 第３４条の見出しを「（手数料）」に改め，同条第１項を次のように改める。

管理者は，次の各号に該当する者から，当該各号に掲げる手数料を徴収する。

（１） 第１２条第２項に規定する工事検査を受けようとする者

ア メーターの口径３０ミリメートル以下 １件につき５，８００円

イ メーターの口径４０ミリメートル及び５０ミリメートル １件につき１１，６０

０円

ウ メーターの口径７５ミリメートル以上 １件につき１７，４００円

 （２） 法第２５条の２第１項の申請をする者及び法第２５条の３の２第１項の更新の

申請をする者 １件につき１０，０００円

第３４条第２項本文中「手数料」を「前項の手数料」に，「第１２条第２項の規定によ

る設計審査の終了の際」を「次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める日に」に改

め，同項に次の各号を加える。

（１） 前項第１号に規定する手数料 第１２条第２項の規定による設計審査終了の日

（２） 前項第２号に規定する手数料 法第２５条の２第１項の申請又は法第２５条の

３の２第１項の更新の申請を行う日

第３６条の２第１項中「第５条」を「第６条」に改める。

   附 則

 この条例は，令和元年１０月１日から施行する。
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議案第６２号

新潟市火災予防条例の一部改正について

新潟市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市火災予防条例の一部を改正する条例 

新潟市火災予防条例（昭和３７年新潟市条例第１２号）の一部を次のように改正する。

第１６条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和２４年法律

第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める。

第２９条の５第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め，同条中第６

号を第７号とし，第５号の次に次の１号を加える。

（６） 第２９条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に特定小規模施設

用自動火災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する消

防の用に供する設備等に関する省令（平成２０年総務省令第１５６号）第３条第２項

及び第３項に定める技術上の基準に従い，又は当該技術上の基準の例により設置した

とき。

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。
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議案第６３号

新潟県公安委員会委員の推薦について 

 次の者を新潟県公安委員会委員に推薦したいので，議会の同意を得たい。

  令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一  

新潟市西区坂井砂山３丁目２番１２号           鍋谷 總子
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議案第６４号 

契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

工事名 契約金額 契約の相手方 

主要地方道新潟中央

環状線（信濃川渡河

工区）Ｐ８橋脚工事

417,340,000 円 新潟市西蒲区巻甲５４８０番地 

株式会社 水倉組 

  代表取締役社長   

   水倉 直人 
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議案第６５号 

契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

工事名 契約金額 契約の相手方 

（仮称）潟東地域コ

ミュニティセンター

整備工事 

318,120,000 円 丸運・水倉特定共同企業体 

 代表者 

新潟市中央区幸西１丁目４番２１号

   丸運建設 株式会社 

    取締役社長 小田 等 

 構成員 

   株式会社 水倉組  
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報告第１号

継続費繰越計算書の報告について 

地方自治法施行令第１４５条第１項の規定に基づき，継続費繰越計算書を次のとおり報

告する。

令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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報告第２号

継続費繰越計算書の報告について 

地方公営企業法施行令第１８条の２第１項の規定に基づき，継続費繰越計算書を次のと

おり報告する。

令和元年６月１３日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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報告第３号

繰越明許費繰越計算書の報告について 

地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づき，繰越明許費繰越計算書を次のとお

り報告する。

令和元年６月１３日提出

新潟市長 中原 八一  
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報告第４号 

予算繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づき，予算繰

越計算書を次のとおり報告する。 

  令和元年６月１３日提出 

                            新潟市長 中原 八一 
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